
気候変動への対応
2 価値創造プロセス

気候変動は、世界が一丸となって取り組むべき喫緊の課題となっています。YOKOGAWAは、2050年
に向けて目指す社会の姿「Three goals」の１つとしてNet-zero emissionsを掲げ、AG2023で設定した６
つの貢献分野の一つに「カーボンニュートラルの達成」をあげています。GHG排出の抑制と、安価で信頼
できる持続可能なエネルギーへの転換を重点課題と認識し、自社の操業により排出するGHGを削減す
るだけでなく、事業を通じて、再生可能エネルギーの普及やエネルギー利用の効率化に貢献しています。

気候変動の課題に積極的に向き合い将来に備えていくという意思のもと、金融安定理事会（FSB）が気候変動に関する財務情報
の開示を推進するために設立した「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD:Task Force on Climate-related Financial 
Disclosures）」による提言の支持を表明しました（2019年2月）。

グループにおける効果的なリスク管理を実現するため、リスク管理の統括責任をもつ代表取締役社長を委員長とするリスク管
理委員会を設置しています。また、リスクが顕在化し、グループの経営に重大な影響を及ぼすおそれがある危機が発生した際に
は、代表取締役社長を委員長とする危機管理委員会にて対応にあたっています。

気候変動を含めた外部環境、戦略、品質、環境、安全衛生、危機管理、企業倫理などのグループの企業価値に影響をあたえる不確
実性をリスクと定義し、「YOKOGAWAグループの企業価値を維持・増大していくために、事業に関連する内外のさまざまな不確実
性を統合的に管理する」ことを基本方針に、事業機会とコンプライアンス・危機事象の観点から分類・管理しています。

気候変動に起因するマクロ経済動向や洪水などの大規
模災害は、共通リスクとして全組織で評価を行い、その結
果は個別リスクの評価と合わせて重点管理リスクの選定
に織り込まれます。各組織は、単年度および中長期の気候
変動に伴うリスクの評価を行い、リスクの低減などの対策
を実施しています。

取締役会は気候変動への対応の基本方針と、リスクと機会の管理体制の整備に関する基本方針を定め、その体制が有効に運用
されていること、およびサステナビリティの課題へ適切な対応がなされていることを監視・監督しています。また、事業戦略や計
画を議論する際に気候関連の影響を考慮しています。

経営陣は、経営会議を意思決定の最高機関として、事業戦略や計画の立案に際し、リスクと機会の両面から気候変動の影響を考
慮しています。2022年度から、代表取締役社長を委員長とする経営会議の諮問機関であるサステナビリティ委員会を設置し、気
候変動・GHG排出の諸課題を対象に含むマテリアリティ分析を実施し、併せて気候変動のリスクや機会を議論しています。また
YOKOGAWAグループでは、カーボンニュートラルをはじめとする気候変動に関する指標と目標を設定しており、それらの推進状
況を定期的に経営会議、取締役会に報告しています。

ビジネスにおける指標として、「お客様事業のCO2排出抑制量10億t-CO2（2018～2030年度）」を設定しています。お客様の再生可
能エネルギー発電や低炭素エネルギー生産によるCO2排出量を、平均的な化石燃料発電によるCO2排出量と比較し、その差分を実績
として計上しています。

事業所における指標として、GHGプロトコルの方法論に基づいてScope1、Scope2、Scope3の目標を設定し、排出量を算出してい
ます。Scope1,2では、2030年度に2019年度比50%削減、2040年に事業所のカーボンニュートラルを目指します。Scope3（カテゴ 
リー1,11）については、2030年度に2019年度比30%削減を目指します。これらの目標は、パリ協定が目指す気温上昇を産業革命前よ 
り1.5℃に抑えるGHG排出水準を踏まえたものであり、当社は2022年度にSBT（Science Based Targets）の認定を取得しました。

YOKOGAWAは、エネルギーや化学など、GHG排出量に大きな影響を与える製造業のお客様に対して事業を行っています。劇的
な事業環境の変化の中、お客様は再生可能エネルギーを含む低炭素ビジネスやバイオ等の低環境負荷素材を生み出す企業への転
換を進めており、ビジネスの機会が拡大しています。

長期経営構想では気候変動への対応などの社会共通価値の提供を通じて成長を目指すこととし、 AG2023では再生可能エネル
ギー関連の市場の成長や気候変動の課題を踏まえたお客様の事業戦略の転換により生まれるビジネス機会を捉え、ビジネスの拡
大に向け取り組んでいます。また、安定した操業や省エネルギーを実現し、経営全体の効率を高めるソリューションで、お客様の
GHG排出量削減に貢献しています。

気候変動に関連するリスク・機会を、事業セグメントとリスクの種類ごとに深掘りし、次のとおり整理しました。
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気候変動に関する主な機会
事業セグメント 主な機会 対応の方向性

エネルギー& エネルギー& 
サステナビリティサステナビリティ
事業事業

再生可能エネルギーを含む、エネルギーサプライチェーン 再生可能エネルギーを含む、エネルギーサプライチェーン 
全体の最適運用を可能にするエネルギーマネジメント全体の最適運用を可能にするエネルギーマネジメント ・ソリューションの提供範囲の拡大・ソリューションの提供範囲の拡大

・お客様や関連する組織とのパートナーシップの推進・お客様や関連する組織とのパートナーシップの推進
・ M&A、各国政府の支援スキームを活用した事業展開の加速・ M&A、各国政府の支援スキームを活用した事業展開の加速さまざまな業種における知識や経験を活用したお客様の脱炭素さまざまな業種における知識や経験を活用したお客様の脱炭素

戦略への貢献戦略への貢献

マテリアル事業マテリアル事業
お客様の現場から経営レベル、また、サプライチェーン全体をお客様の現場から経営レベル、また、サプライチェーン全体を
対象とするGHG削減ソリューションや資源循環ソリューションの対象とするGHG削減ソリューションや資源循環ソリューションの
提供提供

・ 化学を中心としたProcess Automation領域に加え、モビリティサプラ・ 化学を中心としたProcess Automation領域に加え、モビリティサプラ
イチェーンに注力イチェーンに注力

・カーボンマネジメント等のソリューション強化・カーボンマネジメント等のソリューション強化
・グローバルレベルでのソリューション提供力を強化・グローバルレベルでのソリューション提供力を強化

ライフ事業ライフ事業

医薬・食品産業分野におけるエネルギー削減や効率化ニーズを医薬・食品産業分野におけるエネルギー削減や効率化ニーズを
背景とした、バリューチェーン全体の生産性向上支援背景とした、バリューチェーン全体の生産性向上支援

・海外へのビジネス展開と新規製品開発の加速・海外へのビジネス展開と新規製品開発の加速
・M&Aやアライアンス活動の継続・M&Aやアライアンス活動の継続

水の安定供給や品質向上ニーズの高まりを背景とした水分野の 水の安定供給や品質向上ニーズの高まりを背景とした水分野の 
ソリューション提供ソリューション提供

・ 遺伝子解析や科学機器で培った計測技術によるデジタルトランス・ 遺伝子解析や科学機器で培った計測技術によるデジタルトランス
フォーメーションの推進フォーメーションの推進

測定器事業測定器事業 電力供給会社の化石燃料から再生可能エネルギーへの転換支援電力供給会社の化石燃料から再生可能エネルギーへの転換支援
・高精度広帯域の電力測定技術をさらに強化・高精度広帯域の電力測定技術をさらに強化
・再生可能エネルギー市場向けソリューションを拡充・再生可能エネルギー市場向けソリューションを拡充
・迅速で効率的な電気自動車（EV）開発への貢献・迅速で効率的な電気自動車（EV）開発への貢献

気候変動に関する主なリスク
種類 主なリスク 対応の方向性

移行リスク移行リスク

炭素税の導入や法規制の変化によるコスト上昇炭素税の導入や法規制の変化によるコスト上昇 ・GHG削減目標達成に向けた削減施策の立案と取り組み・GHG削減目標達成に向けた削減施策の立案と取り組み
・ICPの運用・ICPの運用

脱炭素社会に適合する技術開発の遅れや市場環境変化への脱炭素社会に適合する技術開発の遅れや市場環境変化への
対応の遅れによる事業機会の損失対応の遅れによる事業機会の損失

・ ドメインナレッジとDXを活用したソリューションポートフォリオの拡充・ ドメインナレッジとDXを活用したソリューションポートフォリオの拡充
・製品の環境配慮レベルの向上・製品の環境配慮レベルの向上
・技術獲得を目的としたM&Aやアライアンスの推進・技術獲得を目的としたM&Aやアライアンスの推進

物理リスク物理リスク 気候災害による社会的混乱のビジネスへの影響、また、事業所気候災害による社会的混乱のビジネスへの影響、また、事業所
への被害やサプライチェーンへの影響への被害やサプライチェーンへの影響

・情報収集、外部機関との連携による予防・回避・影響の低減・情報収集、外部機関との連携による予防・回避・影響の低減
・調達先管理の徹底、調達先の分散化・調達先管理の徹底、調達先の分散化
・事業継続計画（BCP）の継続的更新・事業継続計画（BCP）の継続的更新

　2022年度のお客様のCO2排出抑制量は主に風力発電への貢献が伸
長し、2018年度からの累計で3.8億トンとなりました。
　GHG排出量（Scope1,2）は、再生可能エネルギーの調達が拡大し、
2019年度比で15％削減しました。
　サプライチェーン温室効果ガス排出量（Scope3）は、2019年度比で
4%削減しました。事業伸長などの影響により、前年度比で排出量が
増加しました。今後、省エネルギー設計やサプライヤーとのエンゲー
ジメントを推進し、目標達成を目指していきます。

経済的合理性の高いGHG削減施策を推進するため、2022年度よりICPの運用を開始しました。グループ全体を対象に、Scope2の削減
に大きく寄与する再生可能エネルギー電力の調達をターゲットに炭素価格（1,000円/t-CO2）を設定しています。

ICPの方針や炭素価格はサステナビリティ委員会で審議し、経営会議で決定します。今後は、Scope1やScope3、また、事業計画の立案
などにも順次ICPを適用していきます。

インターナル・カーボン・プライシング（ICP）の導入

お客様事業のCO2排出抑制量（累計）（億t-CO2）

サプライチェーン温室効果ガス排出量（Scope3）（t-CO2e）

温室効果ガス排出量（Scope1,2）（t-CO2e）
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■ 上流　■ 下流
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■ Scope1実績　■ Scope2実績　■ 目標
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詳細については、サステナビリティレポートおよび当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.yokogawa.co.jp/about/yokogawa/sustainability/
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